
２０２０年度 事業計画 

２０１９年の東北６県の外国人宿泊者数は１５５．８万人となり、政府目標１５０万人泊

を１年前倒しで達成することができた。また、世界的な旅行ガイドブック「ロンリープラネ

ット」「ナショナルジオグラフィック」に掲載されるなど、海外における東北・新潟の認知度

は確実に向上してきた。 

一方、観光を取り巻く環境が大きく変化する中で、トップセールスなど官民を挙げたプロ

モーション等による海外からの直行便の拡大、テーマ別の動画作成や着地型商品・二次交通

のコンテンツ整備・発信等のデジタルを活用したマーケティングやプロモーションの各種事

業など、これまでの「オール東北」による取組みによる広域連携の成果も現れてきた。 

本年度は、第４期中期計画の基本計画を軸として、広域連携の重点課題である「東北ブラ

ンドの確立」「デジタル戦略の構築」「二次交通の利便性向上」そして東日本大震災以来取り

組んできた「東北太平洋沿岸の観光復興」を具現化し、その成果を来年度からスタートする

第５期中期計画につなげていく重要な年である。 

「デジタルファースト」を戦略の柱に据え、観光庁やＪＮＴＯ（日本政府観光局）をはじ

め地域関係者との連携を強化し、動画やＳＮＳ・ホームページの活用強化のほか、航空券・

ホテル等の予約データに基づくプロモーションや、デジタル統計データを活用した域内動態

に関するデータ収集・分析など、広域連携ＤＭＯとしての東北観光推進機構の役割をふまえ

新しい時代に対応した持続可能な広域連携の姿をさらに定着させ、東京オリパラの延期によ

り同時期開催となる東北ＤＣへの海外からの誘客も視野に入れて、「オール東北」体制で各種

取組みを推進する。 

しかしながら、本年２月以降新型コロナウィルス感染症の蔓延により自粛を余儀なくされ、

国内外の観光需要は大きく落ち込んでいる。したがって事業計画の見直しを行い、インバウ

ンドに重点を置いた事業だけではなく、地域の観光復興にむけてまずは東北域内や国内流動

の活性化に寄与する事業について関係各所と連携し、しっかりと取組みを進めていくことと

する。 

※観光庁などの予算で取り組む事業は現状のままとして、新型コロナウィルス感染症の状況

を勘案し適時適切な施策展開を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人延べ宿泊者数の推移 

資料：観光庁宿泊旅行統計調査（調査対象施設：従業者数 10人以上の事業所） 

                                

  



 

  



 

 

 

 


